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梗　　概

近年，金融所得課税の強化を通じて所得格差を是正する議論が高まりつつあるが，それに伴い家計の

金融所得およびその税負担の実態・動向を明らかにすることへの要請も高まっている。家計の所得や負

担を把握するにあたっては家計マイクロ・データを利用することが有益であり，その 1つとして総務省

『全国消費実態調査』が挙げられる。ただし，同調査は家計の属性や所得等について豊富な情報を有す

るものの，利子配当所得に係る記入については不正確であることが指摘されてきた。そこで，本稿では

『全国消費実態調査』（1989～ 2014年調査）の個票データを用い，利子配当所得の推計値を構築するこ

とで補正を加えながら，家計の利子配当所得とその税負担の実態を明らかにし，また税の再分配効果（所

得格差の是正）について考察する。

我が国が長らく直面する金融資産の収益率低下を通じて，家計の利子配当所得やその税負担は減少傾

向にある。こうした中，利子配当課税の再分配効果はかなり限定的であるが，このことは収益率の低さ

よりもむしろ現行税制の特徴に起因している。そのため，再分配効果の向上を目的とするとき，利子配

当所得について総合課税の対象を拡げることなどを検討する必要がある。近年，税制改正の議論では所

得税における所得再分配機能の回復が求められているところであるが，その中で利子配当所得課税の再

分配効果を高める政策対応も重要性の高いテーマとして位置付けられるだろう。

JEL 区分：C15, H24
キーワード：利子所得，配当所得，税負担，再分配効果，全国消費実態調査
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1．はじめに

近年，家計の金融所得と税負担についての関心が高まっている。例えば，金融所得課税の強化によって

所得格差を是正する議論が増えており（林 , 2016; 森信 , 2016; 吉井・是枝 他 , 2018; 土居 , 2018），こうした

改正案は 2016年 10月の政府税制調査会の資料においても「金融所得の分離課税の税率を国税，地方税合

わせて 20％から 25％に引き上げていく」といった検討事項が示されるなど，税制改正の議論でも扱われて

いる1)。しかしながら，そもそも金融所得および金融所得課税が今日までどのような要因によって，どれ

だけ変化してきたのか，その実態は明らかにされていない。

家計所得状況の実態把握にあたっては，家計マイクロ・データ（調査票情報）を用いることが有効であ

り，所得が調査項目に含まれる家計マイクロ・データの 1つとして，総務省『全国消費実態調査』（以下，

『全消』）がある。『全消』は家計の属性や所得等について豊富な情報を有し，金融所得については年間の

利子配当所得を利用することが可能である。しかしながら，『全消』における利子配当所得について，家計

が報告している値（以下，これを「記入値」と呼ぶ）は不正確である可能性が指摘されており，記入値を

単純に用いた場合には実態との乖離が発生しうるとされる（高山・舟岡 他 , 1989; 宇南山・大野 , 2017）。

例えば，高山・舟岡 他（1989）は，『全消』の利子配当所得の記入値の特徴として，無記入あるいは大ま

かな記入がかなり認められると指摘している。加えて，金融資産と利子配当所得との関係が市場の利子率

をかなり的確に反映していることから，「年収・貯蓄等調査票」の金融資産現在高に基づいて利子配当所得

を推定する方が適切であるとも指摘している。そのため，利子配当所得の実態把握にあたっては，記入値

を利用するのではなく，「年収・貯蓄等調査票」の情報から算出した推計値（以下，これを「理論値」と呼ぶ）

を利用する必要がある2)。

また，税制の分析においても，近年，家計マイクロ・データを用いた分析が増えており，『全消』を用い

た研究も多い（田中・四方 , 2012; 田中・四方 他 , 2013; 北村・宮崎 , 2013; Miyazaki and Kitamura, 2016; Ohno 

and Kodama, 2017; 大野・小玉 他 , 2018; 金田 , 2018）。しかし，『全消』では勤労者世帯・無職世帯以外の世

帯（自営業者など）は税・保険料の負担額が調査されていない。また，大野・中澤 他（2015）は，『全消』

では調査方法に基づく季節性の影響から税・保険料負担額の記入値が過小であることを指摘している。そ

のため，金融所得と同様に，記入値を単純に用いただけでは，税・保険料負担の全体像を把握できない状

態となっている。

こうした問題に対して，『全消』を利用した先行研究では，調査票に記載された世帯属性や各世帯員の所

得などの情報を利用し，世帯の構造に現実の制度を当てはめて税・保険料の負担額を算出している。方法

論的には，利用可能な変数から税制・社会保障制度などを世帯ごとに適用して，新たな変数を仮想的に構

築するマイクロ・シミュレーションの手法と同じであり，調査対象となっていない世帯や変数についても

税・保険料負担の状況を推計することができる。こうした理論値は限られた情報から世帯ごとの税・保険

料という個別性の高い変数を推計することになるため，測定誤差を含む可能性があるが，先行研究から理

論値は高い精度を持つことが確認されている3)。

以上を踏まえ，本稿では『全消』の個票データを用い，利子配当所得および税負担の理論値を構築する。

その際，利子配当所得についてはこれまで理論値の利用可能性についての検証がなされていないことから，

1) 2016 年度第 5回税制調査会「説明資料〔所得税③〕」（平成 28 年10月25日，財務省，7頁）。
2)『全消』の「年収・貯蓄等調査票」における金融資産の記入値については，前田（2015）において他統計とも整合的である点が確認されている。
3) 税・社会保険料の理論値の妥当性についての研究として，大野・中澤 他（2015），多田・大野 他（2016），Ohno and Kodama（2017）がある。
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これを検討する。その上で，推計した理論値を用いて，利子配当所得および税負担の実態を明らかにする

とともに，所得税・住民税の再分配効果を分析する4)。

本稿の構成は以下のとおりである。まず第 2節では，使用するデータ，および利子配当所得の推計方法

について説明し，利子配当所得の理論値が利用可能か検討する。続く第 3節では，本稿において考慮する

利子配当所得課税制度の変遷について概観したのち，税・保険料負担額の推計方法について説明する。そ

の上で，推計した理論値を用いて金融資産，利子配当所得および税負担の実態を明らかにする。最後に第

4節で結論と残された課題について述べる。

2．データおよび利子配当所得の推計

2.1　使用データ

データは『全消』（1989～ 2014年調査）の個票データ（世帯票，年収・貯蓄等調査票，家計簿）を使用

する。『全消』は 5年おきに実施され，調査時期は 9月から 11月，調査対象は約 57,000世帯である。各世

帯員について調査開始時点の属性（続柄，年齢，性別，就業状況等）や過去 1年間の収入，また各世帯に

ついて調査時期の貯蓄残高などを調査している。本稿では各世帯員の属性および収入の情報に現実の制度

を適用し，世帯ごとに年間ベースの税・保険料負担額を推計する。なお，ここでは税負担額の推計ができ

ないなどの理由から以下の世帯についてはサンプルから除外する。

・年齢・性別が不詳である世帯員がいる世帯

・単身赴任世帯

・転出者がいる世帯

・各種調査項目に関して，空欄，不詳コード・トップコードが付いている世帯

2.2　利子配当所得の推計

利子配当所得については高山・舟岡 他（1989），大野・林田（2008），宇南山・大野（2017）と同様に，

「年収・貯蓄等調査票」の貯蓄情報を利用し，世帯の保有する金融資産残高に市場金利（年利）を乗じる

ことによって推計する。なお，金融資産残高は世帯ベースでのみ把握可能なため，利子配当所得について

は世帯ベースで推計している。使用する貯蓄の内訳は以下のとおりである。

・ゆうちょ銀行等の通貨性貯金（以下，通常貯金）

・ゆうちょ銀行等の定期性貯金（以下，定期貯金）

・普通銀行等の通貨性預金（以下，普通預金） 

・普通銀行等の定期性預金（以下，定期預金）

・株式・株式投資信託（以下，株式等）

・債券・公社債投資信託（以下，債券等）

・貸付信託・金銭信託（以下，信託等）

・その他，社内預金など（以下，社内預金等）

4) 家計マイクロ・データを用いた再分配効果についての研究として，阿部（2000），大石（2006），府川（2006），橘木・浦川（2006），田中・四方（2012），
北村・宮崎（2013），上村・足立（2015），大野・小玉 他（2018），金田（2018）などが挙げられる。
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ここで推計する利子配当所得のうち，通常貯金，定期貯金，普通預金，定期預金，債券等，信託等，社

内預金等から稼得される所得については「利子所得」に分類する。他方，株式等から稼得される所得につ

いては，「配当所得」に分類する。本稿においては，「利子所得」および「配当所得」の合計を「利子配当

所得」として扱う5)。

表 1　各資産に適用する利率

（年利） 通常貯金 定期貯金 普通預金 定期預金
株式・株式
投資信託

債券・公社
債投資信託

貸付・金銭
信託

社内預金・
その他

1989年 1.77% 4.03% 0.35% 3.78% 0.47% 5.16% 5.03% 4.03%
1994年 1.32% 2.44% 0.22% 1.87% 0.76% 4.36% 2.63% 2.44%
1999年 0.08% 0.20% 0.07% 0.27% 1.04% 1.74% 0.48% 0.20%
2004年 0.01% 0.06% 0.00% 0.05% 1.20% 1.50% 0.03% 0.06%
2009年 0.05% 0.22% 0.04% 0.22% 2.30% 1.35% 0.05% 0.22%
2014年 0.03% 0.04% 0.02% 0.05% 1.62% 0.55% 0.05% 0.04%

適用する市場金利（年利）は表 1のとおりである。通常貯金および定期貯金については，財務省『財政

金融統計月報』およびゆうちょ銀行ホームページにて公表されている金利を用いる。通常貯金については

通常貯金と通常貯蓄貯金があるが，本稿では通常貯金の金利を用いる。また，定期貯金については，宇南

山・大野（2017）にて用いられている値を参考に，定額貯金（3年以上）の金利を用いる。次に，普通預

金および定期預金，株式等，債券等についても，『財政金融統計月報』を用いる。普通預金については，通

知預金や納税準備預金なども含まれているが，ここでは最も一般的と思われる普通預金の金利を用いる。ま

た，定期預金については，預入金額や期間によって金利が多岐にわたる。そこで本稿では，『全消』におけ

る保有定期預金の中央値が 1989年で 200万円，2014年で 355万円であること，日本銀行『資金循環統計』

によると預入期間 1年以上 2年未満の定期預金額が定期預金全体の 50%ほどを占めていることから，定期

預金平均金利（新規受入分平均金利，300万円未満，1年以上 2年未満）を用いる。株式等については，高

山・舟岡 他（1989）を参考に，東証一部上場企業の有配当会社株式平均利回りを用い，債券等については，

10年物国債金利を用いる。また，信託等については，1989～ 2004年までは『財政金融統計月報』にて記載

の 5年もの貸付信託予想配当率を用いる。2009年，2014年については，2015年時点の三菱UFJ信託銀行

の 5年もの金銭信託予定配当率を用いる6)。最後に，社内預金等については，宇南山・大野（2017）を参

考に，定期貯金と同様の金利を用いることとする。

2.3　理論値の利用可能性の検討

ここでは，高山・舟岡 他（1989）が指摘している利子配当所得の記入値の傾向（無記入や大まかな記

入の世帯が多いものの，金融資産と利子配当所得との関係は市場の利子率をかなり的確に反映しているこ

と）を確認する。また，記入値と理論値の水準にどれくらいの違いがあるのかを確認する。その上で，推

計した利子配当所得の理論値の利用可能性を検討する。なお，ここでは 1989年，2014年調査を用いた結

5) 金融資産から発生する所得としては利子配当所得のほかに，譲渡所得などのいわゆるキャピタルゲインもあるが，データ制約から本稿ではこ

れを扱わない。
6)日本経済新聞「信託銀各行，金銭信託の予定配当率下げ」（2016 年 2月19日付）を参考にした。

（出所）財務省財務総合政策研究所『財政金融統計月報』，ゆうちょ銀行HP「貯金の金利の沿革」，日本経済新聞（2016年2月19日付）

より筆者作成。
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果のみを紹介する。

図 1は，横軸に「年収・貯蓄等調査票」の金融資産現在高，縦軸に利子配当所得をプロットした図（1989

年，2014年）である。1989年，2014年ともに利子配当所得記入値が未記入（0円）の世帯が極めて多く（8

割以上），10万円の倍数を記入している世帯（大まかな記入をしている世帯）も目立つ。また，利子配

当所得について未記入もしくは大まかな記入の世帯を除いた場合，特に 1989年の図に基づくと，市場の利

子率を反映している。

図 1　利子配当所得記入値の分布：散布図

　

他の年についても，記入値の傾向については，前述の高山・舟岡 他（1989）にて指摘されている傾向と

概ね同様であることが確認された。従って，利子配当所得については記入値をそのまま利用するのではな

く，「年収・貯蓄等調査票」の金融資産残高から推計した理論値で補完する必要がある。

まず，構築された理論値の特徴を捉えるため，利子配当所得の記入値と理論値について平均値で比較す

る。1989年においては，記入値が 4.65万円に対して，理論値は 14.12万円であり，10万円ほど理論値の方

が大きくなっている。他方，2014年については，記入値が 4.14万円に対して，理論値は 2.30万円であり，

記入値と理論値の差は大きくない。このように，市場の利子率が高い場合ほど，それを反映して理論値が

大きくなり，記入値と理論値の水準に乖離が生じやすいことが示唆される。

次に，「無記入または大まかな記入の世帯を除いた場合の記入値」と「理論値」の乖離について調べ，双

方が整合的かどうかを検証する。双方の比較に際しては乖離額および乖離率（対記入値比）の 2つの指標

（注）ここでは利子配当所得 100 万円以下かつ金融資産残高 1 億円以下の世帯の分布を示している。

図1 金融所得記入値の分布：散布図
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を用い，それぞれ下記の計算式で算出する。

乖離額　＝　利子配当所得額（記入値）－　利子配当所得額（理論値）

乖離率（対記入値比）　＝　乖離額　／　利子配当所得額（記入値）

図 2，3は，それぞれ 1989年，2014年の乖離額の分布を示している。まず図 2で 1989年の結果を確認

すると，フルサンプルの場合には乖離額の分布が負の方向に偏っているものの，無記入や大まかな記入の

世帯を除いた場合には，乖離額の分布は概ねゼロを中心として左右対称となる。乖離額の平均値は，フル

サンプルでは▲ 9.46万円であるが，無記入や大まかな記入の世帯を除くと▲ 3.55万円となっており，記入

値と理論値の乖離が低下することが確認できる。また，無記入や大まかな記入の世帯を除いた場合の乖離

率（対記入値比）については，平均で▲ 2.38%と小さいことが確認できる。次に図 3で 2014年の結果を確

認すると，フルサンプルの場合と無記入や大まかな記入の世帯を除いた場合の双方において，乖離額の分

布は概ねゼロを中心として左右対称となっている。乖離額の平均値は，フルサンプルでは 1.83万円である

が，無記入や大まかな記入を除くと，19.37万円となっている。無記入や大まかな記入を除いた場合の方が

フルサンプルの場合よりも乖離額が大きくなっているが，2014年は理論値がほぼゼロの世帯が非常に多い

ため，記入値の大きい少数の世帯の影響を強く受けていることが原因だと考えられる。他方，無記入や大

まかな記入の世帯を除いた場合の乖離率（対記入値比）については，平均で▲ 0.11%と小さいことが確認

できる。

　図 2　乖離額の分布：ヒストグラム（1989年）

 （注 1）ここでは乖離額▲ 100 万円以上 100 万円以下の世帯の分布を示している。

（注 2）乖離額　＝　利子配当所得額（記入値）－　利子配当所得額（理論値）

（注 3）区切りの良い値とは 10 から 100 までの間の 10 の倍数の記入値を指す。

図２ 乖離額の分布（1989年）

（a）乖離額の分布

（全観測値の場合）

乖離額（万円）

（b）乖離額の分布

（「記入値がゼロ」または「記入値が区切りの良い値をとる」

観測値を除いた場合）

乖離額（万円）

度
数

度
数
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　図 3　乖離額の分布：ヒストグラム（2014年）

 

以上のように，1989年と 2014年では金融資産の収益率が異なることから傾向に違いはあるものの，い

ずれも無記入や大まかな記入の世帯を除いた場合の乖離額の分布を見ると，乖離がゼロ近傍にあるサンプ

ルの割合が高まり，また乖離率の平均値も十分に小さい値となっている。これらのことから，理論値は記

入の信頼性が比較的高いと思われる記入値と平均的にはほぼ乖離がなく，それゆえ双方は整合的であると

言える7)。

3．税負担額の推計と実態の把握

3.1　利子配当課税制度の変遷

まず，本稿が対象とする主な利子配当課税制度について，1989年から 2014年までの変遷を確認する8)。

表 2は本稿で考慮する利子配当課税制度の変遷を示している。

7) 利子配当所得の理論値について，その妥当性を考察した先行研究はまだない。本稿ではひとまず記入の信頼性が高いと思われるサンプ

ルのみを用いて記入値と理論値の比較を行い，理論値の妥当性に関する検証を行った。他方，本稿で比較対象として扱った記入値の正確

性を確保する意味も含め，利子配当所得を扱う各種統計の特徴に関する考察が求められる。
8) 利子配当所得課税の変遷については，山田（2016）が詳しい。

（注 1）ここでは乖離額▲ 100 万円以上 100 万円以下の世帯の分布を示している。

（注 2）乖離額　＝　利子配当所得額（記入値）－　利子配当所得額（理論値）

（注 3）区切りの良い値とは 10 から 100 までの間の 10 の倍数の記入値を指す。

図3 乖離額の分布（2014年）
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9)  2002 年から2005 年にかけて段階的に廃止されたことから，本稿においては 2004 年以降には実質的に廃止されているものとし，マル優を

考慮していない。また，障碍者等に対する少額貯蓄非課税制度については，本稿においてはデータ制約から考慮できないため，表 2におい

ても記載していない。
10) なお，本稿ではデータ制約から，1銘柄ごとの1回に受け取る金額は不明である。また各銘柄の状況（上場・非上場の別や，発行済み株

式総数に占める保有の割合，株式と株式投資信託の別など）については把握できない。そのため，本稿においては，1銘柄ごとの1回に受

け取る金額を考慮せず，1999 年までは各世帯が総合課税と35%の源泉分離課税のどちらかを選択する形としている点には留意が必要である。

利子課税制度については，1988年の税制改正後，2014年に至るまで 20%の源泉分離課税が続いている。

ただし，2013年より復興特別所得税が付加されているため，2014年については所得税・住民税合計で

20.315%の源泉分離課税となっている。他方，老人等の非課税制度，いわゆるマル優については税制改正

があった。すなわち，1989年当時はマル優として老人等の少額貯蓄非課税制度・郵便貯金非課税制度・少

額公債非課税制度などがあり，65歳以上の老人については，元本 300万円までの金融資産から発生した利

子所得について非課税とされていた。このマル優制度については，その後，枠が 350万円に引き上げられ

たものの，2002年度税制改正を通じて 2005年 12月 31日までに段階的に廃止され，2006年 1月 1日から

障碍者等に対する少額貯蓄非課税制度に改正されることとなった9)。

配当課税制度については，2002年までは，20%の源泉徴収の上で総合課税，35%の源泉分離課税，20%

の源泉徴収のみの申告不要制度の 3種類があり，1銘柄ごとに 1回に受け取る金額に応じて課税方法が決

められていた（ただし，住民税については総合課税のみである）10)。その後，2003年度税制改正では，上

場株式等の配当等に関しては源泉徴収の上で総合課税と源泉徴収のみの分離課税を選択することとなった。

税率については，2003年 4月 1日以降に支払いを受ける上場株式等の配当等について，源泉徴収税率が 20%

（所得税 15%，住民税 5%）になったが，2003年 4月 1日以降 5年間に支払いを受ける上場株式等の配当

等に係る源泉徴収税率については，10%（2003年 4月 1日から同年 12月 31日までは所得税 10%，住民税

は非課税，それ以降は所得税 7%，住民税 3%）の優遇税率が適用されることとなった。優遇税率について

は，その後数回にわたって適用期間が延長され，最終的に 2014年から本則税率に戻ることとなった。なお，

配当課税については，所得税と住民税それぞれについて，総合課税が適用される場合には配当税額控除を

適用することができる。配当税額控除では，配当所得以外の所得も勘案した上で，所定の控除率によって

税額控除を受けることができる。配当税額控除については，1989年から 2014年まで大きな変更はない。

以上が 1989年から 2014年までの利子配当課税制度の変遷である。配当課税については総合課税を選択

する場合もあり，その際には配当税額控除も適用される可能性がある。そのため，利子配当課税は分離課

税分だけでなく，総合課税分を含む所得税・住民税全体で捉える必要がある。

3.2　税負担額の推計

3.2.1　利子配当所得以外の収入の推計

利子配当所得以外の収入については，（「家計簿」の月間収入ではなく）「年収・貯蓄等調査票」の年間収

入を使用して推計する。『全消』の「年収・貯蓄等調査票」では，「世帯主」「世帯主の配偶者」「その他の

世帯員（65歳未満）」「同（65歳以上）」の年収を調査している。ただし，「その他の世帯員（65歳未満）」

「同（65 歳以上）」において複数の者がいる世帯では，それぞれの分類に該当する世帯員の収入の合計額

しか把握できない。そのため，それらの世帯では以下のように「その他の世帯員（65 歳未満）」「同（65

歳以上）」の収入の按分を行う。

まず「勤め先からの年間収入」「農林漁業収入」「農林漁業以外の事業収入」「公的年金・恩給」「企業年

金・個人年金」については，世帯員の性別・年齢によって平均的な収入が異なると考えられる。そのため，
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まず個人の収入が把握できる世帯主と配偶者の収入から，性別（男性・女性）×年齢階層別（15～ 19歳，

20～ 29歳，30～ 39歳，40～ 49歳，50～ 59歳，60～ 69歳，70歳～）の平均収入を求める。その上で，「そ

の他の世帯員（65歳未満）」「同（65歳以上）」において複数の者がいる場合は，合算されている収入を先

の平均収入の比率に従って世帯員ごとに按分する。

また，「内職などの年間収入」「家賃・地代の年間収入」「親族などからの仕送り金」「その他の年間収入」

については，「その他の世帯員（65歳未満）」「同（65歳以上）」に複数の者がいる場合，世帯員数で頭割り

して按分する。ただし，15歳未満の世帯員については按分の対象から除外している。

3.2.2　所得税・住民税・社会保険料負担額の推計方法11）

所得税・住民税負担額を推計するにあたっては，社会保険料控除で使用する社会保険料の額も推計する

必要がある。本稿では（世帯票で記入された扶養関係ではなく）最高所得者を世帯主と仮定し，またその

世帯主と各世帯員の続き柄，年齢，職業，収入に関する状況から税制・社会保険制度上の配偶者・扶養関

係を特定する。

社会保険料の推計では，まず各世帯員がどの社会保険制度に加入しているかを特定しなければならない。

ここでは公的年金・健康保険・介護保険・雇用保険の各制度について，世帯員ごとに加入制度を推定した

のち，現実の保険料計算式を適用して負担額を推計する。

所得税・住民税の推計では，世帯の属性や収入の情報に現実の税制を適用して負担額を求める。所得税

法では 10の所得区分に分類されるが，ここでは『全消』で利用可能である「給与所得」「事業所得」「雑所

得」「不動産所得」といった所得を対象として合計所得を計算する。算出した合計所得から各種控除を差し

引いて課税所得を計算し，課税所得に対して所得税・住民税の限界税率表を適用することで，所得税負担

額と住民税負担額を推計する。

3.2.3　利子配当課税負担額の推計

推計した利子配当所得の値に現実の税制を適用して，利子所得に係る所得税・住民税および配当所得に

係る所得税・住民税の理論値を推計する。

利子課税については，1999年までは 65歳以上の世帯員は老人等の少額貯蓄非課税制度等（マル優）に

よる非課税枠を最大限活用すると仮定する12）。具体的には，まず「1人当たりのマル優適用限度額× 65歳

以上の世帯員数」を世帯のマル優限度額とする。その上で，金利の高い資産から優先的に，世帯のマル優

限度額までマル優を適用し，マル優対象資産から稼得される利子所得については非課税とする13）。また，

2014年については，復興特別所得税も考慮する。

配当課税については，総合課税と分離課税（源泉分離もしくは申告分離）の選択が可能であることから，

世帯ごとに税負担額がより小さくなる課税方式を適用する。その際，配当税額控除についても考慮する。

なお，ここでは配当税額控除を最大限活用することを想定して，（世帯票で記入された扶養関係ではなく）

最高所得者を世帯主と仮定し，世帯主がすべての配当所得を稼得しているものとする。すなわち，世帯ベ

ースで推計している配当所得をすべて世帯主の所得としている。

11） 所得税・住民税・社会保険料負担額の詳しい推計方法については，大野・小玉 他（2018）を参照のこと。
12） ここでのマル優とは，老人等の少額貯蓄非課税制度（貯蓄マル優）・郵便貯金非課税制度（郵貯マル優）・少額公債非課税制度の 3 制度

を指す。なお，財形住宅（年金）貯蓄非課税制度はデータ制約上の問題があるため考慮しない。
13) 具体的には，貯蓄マル優は，債券等→信託等→社内預金等→定期貯金→定期預金→普通預金→通常貯金の順番に適用する。郵貯マル

優は，定期貯金→通常貯金の順番に適用する。
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3.3　金融資産，利子配当所得および税負担の実態

ここでは，利子配当所得の源泉となっている金融資産の推移とともに，利子配当所得およびその税負担

の実態を考察する。なお，資産，所得および税負担の各水準はすべて等価世帯ベースを使用する。

3.3.1　金融資産および利子配当所得の実態

はじめに，金融資産の推移を見ていく。図 4は，1989～ 2014年の保有金融資産の平均値および変動係数

を示している14）。金融資産はこの 25年間で増加傾向にあり，1989年に 368.76万円であった利子源泉資産

は 2014年には 726.43万円と，およそ 2倍にまで増大している。同様に，1989年に 85.11万円であった配

当源泉資産は 2014年には 113.09万円と，およそ 1.3倍にまで増大している。

また，図は割愛するが，若年世帯（世帯主年齢 65歳未満）と高齢世帯（世帯主年齢 65歳以上）で比較

してみると，高齢世帯に金融資産が偏っている。例えば 2014年においては，若年世帯の利子源泉資産が

538.35万円であるのに対して，高齢世帯では 1,011.78万円であり，若年世帯のおよそ 1.9倍である。配当

所得源泉資産についても同様に，若年世帯で 69.63万円である一方，高齢世帯では 179.02万円であり，若

年世帯のおよそ 2.6倍である。この傾向は他の年度においても同様であり，家計の金融資産は高齢世帯が

主に保有している。他方，資産格差については，1990年代前半に縮小した後，2009年以降はわずかではあ

るが拡大している。また，こうした傾向はサンプルを若年世帯と高齢世帯に分けた場合に，いずれのグルー

プでも同様である。

　図 4　金融資産の推移（1989～ 2014年）

 

14) ここでは，格差の指標として変動係数を用いており，数値が大きいほど格差は大きい。

（注）利子源泉資産とは通常貯金，定期貯金，普通預金，定期預金，債券等，信託等，社内預金等を指す。配当源泉資産とは株式等を指す。

図4　金融資産の推移（1989～2014年）

1989年 1994年 1999年 2004年 2009年 2014年
利子源泉資 368.76 517.88 593.50 641.70 674.99 726.43
配当源泉資 85.11 61.07 63.30 69.36 79.21 113.09
金融資産格 2.09 1.75 1.70 1.67 1.65 1.72

368.76
517.88 593.50 641.70 674.99 726.43

85.11

61.07
63.30

69.36 79.21
113.09

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1989年 1994年 1999年 2004年 2009年 2014年

利子源泉資産 配当源泉資産 金融資産格差(右軸)

（万円） （変動係数）

－ 23 －



会計検査研究　No.61（2020.3）

次に，利子配当所得の推移を見ていく。図 5は，1989～ 2014年の利子配当所得の平均値および変動係数

を示している。保有金融資産は増加傾向にあったが，利子配当所得は減少傾向にあり，1989年に 14.12万

円であったが 2014年には 2.30万円と，およそ 6分の 1にまで減少している。これは利子所得が 1999年以

降に大幅に減少していることが原因である。利子所得は 1989年には 13.72万円であったものが 2014年に

は 0.47万円と 10分の 1以下にまで減少している。こうした利子所得減少の背景には，日本銀行による金

融政策がある。1980年代末のバブル崩壊後，日銀は政策金利である無担保コールレート（翌日物）を段階

的に引き下げ，1999年 2月にはゼロ金利政策を実施した。日銀の金融政策に伴い利子源泉資産の金利も低

下していき，1999年以降，利子所得は大幅に減少した。一方，配当所得は増加傾向にあり，2009年以降は

1990年代前半の 4倍程度まで増加している。また，1999年以降は配当源泉資産を保有する一部の世帯の利

子配当所得のみ増加しており，結果として利子配当所得格差が拡大している。

　図 5　利子配当所得の推移（1989～ 2014年）

利子配当所得の推移を若年世帯と高齢世帯で比較してみると，利子配当所得の平均値は 1989年には若年

世帯で 12.30万円，高齢世帯で 25.85万円である一方，2014年には若年世帯で 1.43万円，高齢世帯で 3.63

万円となっている。このことは，1989年には 13.55万円あった世代間の稼得額の差が 2014年には 2.20万

円まで減少したことを示しており，背景としては 1999年以降に利子所得が減少したことから高齢世帯と若

年世帯の間における利子配当所得の差も縮小したためである。

ここで，近年の収益率の低さが利子配当所得の稼得状況にどれだけ影響を及ぼしているかを確認するた

め，2014年のデータに対して 1989年の収益率を適用する（図 6）。その結果，特に高齢世帯の利子配当所

得が大きく増加している。高齢世帯においては，2014年の収益率を用いた際の利子配当所得が 3.63万円で

ある一方，1989年の収益率を用いた際には 31.47万円となり，10倍近く増加している。この 25年間で金

融資産が増加したこともあり，31.47万円という水準は 1989年当時と比較しても大きい値と言える。

図5　金融所得の推移（1989～2014年）

1989年 1994年 1999年 2004年 2009年 2014年
利子所得 13.72 10.86 1.76 0.73 1.71 0.47
配当所得 0.40 0.46 0.66 0.83 1.82 1.83
金融所得格 1.81 1.79 2.84 3.99 3.07 4.16
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　図 6　収益率が利子配当所得に与える影響（2014年・世帯主年齢別）

 

3.3.2　利子配当所得に係る税負担の実態

はじめに，税負担の推移を見ていく。1989年から 2014年にかけての負担率（対総所得比）は，利子配

当所得の減少に伴って低下している。具体的には，負担率が 1989年では 0.66%であったが，2014年には

0.07%にまで低下している。この負担率の推移について若年世帯と高齢世帯に分けて捉えると，どちらも

ほぼ同水準で推移している。特に 1990年代前半までに関して言えば，利子配当所得は高齢世帯と若年世帯

の間で顕著に差があるにも関わらず，その税負担率は両者でほとんど差がないことになるが，こうした背

景にはマル優といった高齢世帯への優遇税制が影響している。

ここで，近年の収益率の低さが利子配当所得に係る税負担にどれだけ影響を及ぼしているのかを確認す

るため，2014年のデータ・制度に対して 1989年の収益率を適用する（図 7）。その結果，利子配当所得と

同様に，特に高齢世帯の負担率が大きく上昇している。高齢世帯においては所得税負担率が 2.23%，住民

税負担率が 2.31%であるのに対して利子配当所得に係る税負担率は 1.70%であり，所得税および住民税と

遜色ない水準である。それゆえ，仮に 2014年まで 1989年当時の金利水準が維持されていた場合，利子配

当所得の増加とともに税負担も増加していたと考えられる。

 

図6　収益率が金融所得に与える影響（2014年データ利用・世帯主年齢別）

(単位：万円 )

2014年収益率 1989年収益率 2014年収益率 1989年収益率 2014年収益率 1989年収益率

利子所得 0.47 20.93 0.30 14.54 0.73 30.63
配当所得 1.83 0.53 1.13 0.33 2.90 0.84

２０１４年  2014年（1989年収益率）
利子所得（全世帯 0.469954441 20.93168662
利子所得（65歳未 0.296233 14.53807
利子所得（65歳以 0.7335175 30.63182
配当所得（全世帯 1.832029379 0.531514597
配当所得（65歳未 1.128025 0.3272664
配当所得（65歳以 2.900116 0.8413916
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（注）若年世帯は世帯主年齢 65 歳未満の世帯，高齢世帯は世帯主年齢 65 歳以上の世帯である。
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　図 7　収益率が税負担率に与える影響（2014年・世帯主年齢別）

 

次に，税負担の実態を所得階層別から捉える。図 8は 2014年の利子配当所得，および配当所得の税負担

率（対配当所得比）を示している。所得階層が高まるにつれて利子所得や配当所得の水準も増加している。

ただし，どの所得階層も利子所得をほとんど稼得していない。また，配当所得に係る税負担率に注目する

と，現行制度の下では所得階層が高まるにつれて税負担率も上昇するが，世帯の総所得（等価世帯ベース）

が 1,200万円を超えるあたりからは一定となる。こうした特徴は配当課税が総合課税もしくは分離課税の

選択制であることからもたらされており，課税方式の選択についても考察する必要がある。図 9は配当所

得に係る課税方式の割合を示している。なお，本稿では利子配当所得に係る税額を推計する際，総合課税

と分離課税の間で税額が有利となる方式を世帯ごとに割り当てている。そのため，この図は納税者の実際

の選択ではなく，制度設計上どちらの方式が有利になるかを示している。そこでは，所得階層が高まるに

つれて分離課税を選択する割合が上昇し，総所得が約 1,200万円を超えるあたりからほとんどの世帯が分

離課税を選択するようになる。

これらの結果を税の負担構造という点から捉えると，現行制度における配当課税の負担構造は比較的低

所得の階層間では累進的であるものの，総所得が 1,200万円を超えるあたりからは比例的となり，これよ

りも高い所得水準において累進的な負担構造に歯止めがかかっている。そこで，現行の配当課税制度の下

で高所得層の負担率がどれだけ抑えられているかを確認するため，配当所得について全面的に総合課税を

適用するシミュレーションを行った。図 8で示されるように，現行制度を総合課税のケースと比較すると，

総所得が 800万円を超えるあたりから負担率が低下し，それ以降は所得が高まるにつれて負担率の低下が

図8　収益率が税負担率（対総所得比）に与える影響（2014年データ利用・世帯主年齢別）

利変化の影響（対総所得比）

(単位：万円 )

2014年収益率 1989年収益率 2014年収益率 1989年収益率 2014年収益率 1989年収益率

所得税 3.56% 3.38% 4.36% 4.13% 2.35% 2.23%
住民税 3.96% 3.76% 4.97% 4.71% 2.44% 2.31%

利子配当所得課税 0.07% 1.17% 0.05% 0.81% 0.09% 1.70%
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（注 1）若年世帯は世帯主年齢 65 歳未満の世帯，高齢世帯は世帯主年齢 65 歳以上の世帯である。

（注 2）税負担率は税負担額の対総所得比を示している。
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大きくなる15）。

利子配当所得および税負担の実態を捉えるにあたり，近年のような利子所得が少ない状況にも留意すべ

きかもしれない。そこで，収益率が利子配当所得に係る税負担にどれだけ影響を及ぼすのかを確認するた

め，2014年のデータ・制度に対して 1989年の利子源泉資産収益率を適用する。図 10はこの場合における

利子配当所得，およびその税負担率を示している。どの所得階層でも利子所得が大きく増加するとともに，

利子配当所得のほとんどを利子所得が占める。なお，このことは利子源泉資産収益率が高いことのみなら

ず，保有金融資産の多くが利子源泉資産であることにも起因している。利子配当所得に係る税負担率（対

利子配当所得比）を見てみると，現行制度の下ではどの所得階層でも税負担率はほぼ一定となる。これは，

利子配当所得のほとんどが利子所得であり，また利子課税が分離課税・比例税率という特徴を有している

ためである。

これらの結果を税の負担構造という点から捉えると，現行制度における利子配当課税の負担構造は，利

子源泉資産収益率が高まるほど利子課税の特徴を強く反映して比例的となるため，やはり税の再分配機能

は弱い。先と同様に，現行の利子配当課税制度の下で高所得層の負担率がどれだけ抑えられているかを確

認するため，利子配当課税について総合課税を適用するシミュレーションを行った。図 10で示されるよう

に，現行制度を総合課税のケースと比較すると，総所得が 400万円を超えるあたりから負担率が低下し，

それ以降は所得が高まるにつれて負担率の低下が大きくなる。

　図 8　利子配当所得と税負担率（2014年・所得階層別）

 

 

15） ここでは配当所得のみの税負担率に注目しているが，利子所得分も加えた利子配当所得の税負担率（対利子配当所得比）を計測したところ，

現行制度および総合課税の税負担率はいずれも配当所得のみの税負担率とほとんど変わらない。これはどの所得階層でも利子所得をほとん

ど稼得していないためである。

（注 1）ここでのサンプルは利子配当所得を稼得している世帯のみに限定している。

（注 2）所得階層別は利子配当所得を除く総所得（等価世帯ベース）の大きさに基づいて作成している。

（注 3）税負担率は配当所得に係る税額の対配当所得比を示している。

（注 4）利子配当所得は左軸，税負担率は右軸を使用している。

図８　利子配当所得と実効税率：所得階層別
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　図 9　配当所得に係る課税方式の割合（2014年・所得階層別）

 

　図 10　利子配当所得と税負担率：1989年の利子源泉資産収益率を適用した場合（2014年・所得階層別）

図９　配当所得に係る課税方式の割合：所得階層別

総合課税を選択 分離課税を選択
～199 98% 2%
200～399 100% 0%
400～599 100% 0%
600～799 91% 9%
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1400～1599 7% 93%
1600～1799 0% 100%
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2000～ 0% 100%
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図１０　利子配当所得と実効税率（1989年収益率）

利子所得 配当所得 税負担率（配当の税負担率（利子配税負担率（配当の
～199 15.4 0.7 2.0% 19.5% 2.2%
200～399 20.9 1.4 2.3% 19.2% 2.3%
400～599 22.3 1.6 7.9% 19.5% 7.9%
600～799 29.7 2.7 14.2% 19.8% 14.6%
800～999 39.2 4.0 17.8% 20.1% 21.5%
1000～1199 50.3 5.8 18.7% 20.1% 26.5%
1200～1399 58.2 8.5 20.0% 20.3% 32.1%
1400～1599 73.8 10.2 20.1% 20.3% 33.0%
1600～1799 77.3 15.1 20.3% 20.3% 40.0%
1800～1999 71.8 12.8 20.3% 20.3% 41.9%
2000～ 126.4 12.6 20.3% 20.3% 44.2%
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（注 1）ここでのサンプルは利子配当所得を稼得している世帯のみに限定している。

（注 2）所得階層別は利子配当所得を除く総所得（等価世帯ベース）の大きさに基づいて作成している。

（注 1）ここでのサンプルは利子配当所得を稼得している世帯のみに限定している。

（注 2）所得階層別は利子配当所得を除く総所得（等価世帯ベース）の大きさに基づいて作成している。

（注 3） 配当所得の税負担率は配当所得に係る税額の対配当所得比 , 利子配当所得の税負担率は利子配当所得に係る

税額の対利子配当所得比を示している。

（注 4）利子配当所得は左軸，税負担率は右軸を使用している。

総所得（利子配当所得を除く）
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3.3.3　再分配効果の実態

最後に，税の再分配効果について考察する。再分配効果の指標としては「税負担を通じた所得格差の変

化分」，すなわち課税前所得（総所得）から課税後所得にかけての格差変化分を使用する16）。ここでの税負

担は，所得税・住民税の合計（利子配当所得に係る所得税・住民税も含む）を扱う。また，格差の指標に

は変動係数を用いる。

表 3は，1989年および 2014年における所得格差と再分配効果の大きさを示している。再分配効果がプ

ラスのときは税が格差拡大に寄与したこと，マイナスのときは税が格差縮小に寄与したことを意味する。

所得税・住民税の再分配効果は 1989年に▲ 0.116，2014年に▲ 0.118であり，いずれの時期も同程度に格差

縮小に寄与している。ただし，利子配当課税のみの再分配効果はいずれの時期もほぼゼロである。1989年

の結果については，利子配当所得を稼得しているものの，そのほとんどが利子所得であったため，利子課

税の負担構造が比例的であるという特徴を反映している。2014年の結果については利子配当所得をあまり

稼得していないことが挙げられるが，1989年の結果を踏まえるとき，再分配効果が小さいことはむしろ現

行制度の特徴に起因しているとも言える。

ここで，現行の利子配当課税制度の下で高所得層の負担率がどれだけ抑えられているかを確認するため，

利子配当所得について総合課税を適用するシミュレーションを行う。まず，2014年のデータに対して当該

年の利子源泉資産収益率を適用すると，利子配当所得をほとんど稼得していないため，現行制度と総合課

税のケースにはほとんど差がない。なお，図 8の結果も踏まえるとき，近年の収益率でも利子配当所得に

対して累進的な課税を適用すれば，変動係数で見た格差是正効果は総所得の平均値の 0.1%であるが，総所

得が 2,000万円を超える場合には 2万円以上の負担増，すなわち 0.1%を超える税負担を求める形となる。

次に，2014年のデータに対して 1989年の利子源泉資産収益率を適用すると，所得税・住民税の再分配効

果は現行制度の下で▲ 0.108，総合課税の下では▲ 0.117となった。これは，現行制度によって所得税・住

民税全体の再分配効果が約 8%（＝（▲0.117－▲0.108）／▲0.117）低下することを意味している。効果の

大きさは収益率の前提にも依存するものの，現行の利子配当課税が再分配効果の低下に及ぼす影響は小さ

くない。

以上の結果を踏まえると，利子配当課税の再分配効果が小さいことは収益率の低さ（すなわち利子配当

所得が少ないこと）よりもむしろ現行税制の特徴に起因している。現行の利子課税は分離課税・比例税率

を採用し，また配当課税も高所得層においては実質的に分離課税・比例税率という特徴を有しており，こ

うした制度の下では今後たとえ収益率の上昇があっても再分配効果を高める点では限界があるだろう。再

分配効果の向上を目的とするとき，利子配当所得について総合課税の対象を拡げることや，分離課税の下

でも累進的な税率を導入することなどを検討する必要がある。

 

16) 所得の概念として，①当初に稼得する「当初所得」，②当初所得に社会保障給付を加えた「総所得」，③総所得から税負担額を除いた「可

処分所得」がある。
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表 3　再分配効果（1989年および 2014年）

 

4．結論

本稿では，『全消』の個票データ（1989～ 2014年調査）を利用し，家計の利子配当所得と税負担の実態

を明らかにした。まず，利子配当所得について，『全消』の記入値は不正確である可能性が指摘されている

ことから，理論値を構築するとともに，推計した理論値について利用可能性を検証した。その結果，利子

配当所得の理論値は信頼性が高いと考えられる記入値との比較を通じて，平均的にはほぼ乖離がなく，双

方は整合的であることが確認された。

次に，構築した利子配当所得の理論値を用いて，金融資産，利子配当所得および税負担の実態を考察し

たところ，家計の金融資産残高は増加傾向にある一方，利子配当所得および税負担は減少傾向にあること

が確認された。こうした利子配当所得とその税負担が減少している主な要因は金融資産の収益率の低下で

ある。その背景には日銀の金融政策の影響があり，1990年代末以降，利子源泉資産の収益率が大幅に低下

した結果，利子配当所得の大部分を占めていた利子所得が大幅に減少し，利子配当所得全体も減少傾向と

なった。

さらに，利子配当所得および税負担の実態を所得階層別から考察した。まず，所得階層が高まるにつれ

て配当所得の水準も増加することが確認された。しかし，配当課税の負担構造は比較的低所得の階層間で

は累進的であるものの，世帯の総所得（等価世帯ベース）が 1,200万円を超えるあたりからは比例的とな

り，これよりも高い所得水準において累進的な負担構造に歯止めがかかっている。また，利子課税も分離

課税・比例税率という特徴を有しており，現行の利子配当課税は税の再分配機能が弱い。効果の大きさは

収益率の前提にも依存するものの，現行の利子配当課税が再分配効果の低下に及ぼす影響は小さくないこ

表3　再分配効果

所得格差
(総所得)

所得格差
(課税後
所得)

再分配効果
所得格差
(総所得)

所得格差
(課税後
所得)

再分配効果
所得格差
(総所得)

所得格差
(課税後所

得)
再分配効果

(a1) (a2) (b1) (b2) (b3)=(b2)-(b1) (c1)=(b1) (c2) (c3)=(c2)-(c1)

当該年の利子源
泉資産収益率を
適用した場合

所得税・住民税
(利子配当所得課
税含む)

0.655 0.538 -0.116 0.706 0.588 -0.118 0.706 0.588 -0.118

利子配当所得課
税のみ

0.655 0.653 -0.001 0.706 0.706 0.000 0.706 0.706 -0.001

1989年の利子源
泉資産収益率を
適用した場合

所得税・住民税
(利子配当所得課
税含む)

－ － － 0.694 0.585 -0.108 0.694 0.577 -0.117

利子配当所得課
税のみ

－ － － 0.694 0.694 0.001 0.694 0.688 -0.005

1989年 2014年（現行制度の場合） 2014年（総合課税の場合）

(a3)=(a2)-(a1)

（注）利子源泉資産収益率とは通常貯金，定期貯金，普通預金，定期預金，債券等，信託等，社内預金等の収益率を指す。
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とも確認された。

以上をまとめると，我が国が長らく直面する金融資産の収益率低下を通じて，家計の利子配当所得やそ

の税負担は減少傾向にある。こうした中，利子配当課税の再分配効果はかなり限定的であるが，再分配効

果が小さいことは収益率の低さ（すなわち利子配当所得が少ないこと）よりもむしろ現行税制の特徴に起

因している。現行の利子課税は分離課税・比例税率を採用し，また配当課税も高所得層においては実質的

に分離課税・比例税率という特徴を有しており，こうした制度の下では今後たとえ収益率の上昇があって

も再分配効果を高める点では限界があるだろう。再分配効果の向上を目的とするとき，利子配当所得につ

いて総合課税の対象を拡げることや，分離課税の下でも累進的な税率を導入することなどを検討する必要

がある。近年，税制改正の議論では所得税における所得再分配機能の回復が求められているところである

が，利子配当課税の再分配効果を高める政策対応も重要性の高いテーマとして位置付けられるだろう。

最後に，残された課題を述べる。1点目として，『全消』のデータ制約によりサンプルや調査項目が限定

されている点がある。税制（特に総合課税の要素を含む所得税・住民税）の考察において，『全消』は家計

の属性や所得等について豊富な情報を有している点で大変有益である。他方，本調査統計の特徴から，超

富裕層がサンプルから落ちやすいこと，金融資産から発生するキャピタルゲイン（ロス）について考慮で

きていないことがある。2点目として，今後は利子配当所得の記入値について各種統計間の比較が求めら

れる。本稿では理論値の妥当性を確認する 1つのアプローチとして，記入の信頼性が比較的高いと考えら

れるサンプルのみを用いて記入値と理論値の比較を行った。しかし，結果の頑健性を高めるためには，比

較対象としての記入値の正確性を確保する必要もあるだろう。各種統計の特徴を確認する意味でも，例え

ば利子配当所得の記入値に関する統計間比較は有益な作業となる。3点目として，利子配当所得の理論値

構築については更なる精度向上も求められるだろう。先行研究でも採用されてきたように，金融資産残高

に平均的な収益率を乗じて利子配当所得を推計すること自体は確立された 1つのアプローチと言えるが，

精度向上の余地がないわけではない。例えば，配当利回りについては保有株式によって配当額が異なると

考えられるため，保有株式のより詳細な情報があれば配当所得の理論値について更なる精緻化が期待でき

るだろう。このように，利子配当所得と税負担の実態に関する研究については，超富裕層をサンプルに含

めること，キャピタルゲイン（ロス）を考慮すること，保有株式ごとの配当利回りを考慮することなどを

通じて新たなエビデンスが示されることが期待される。
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